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1．はじめに

　刑法犯認知件数は 2014 年をピークに減少を続けて
いる．その一因が，地域の防犯ボランティア団体の活
動であると言われている．警察庁の発表によると防犯
ボランティア団体数は，令和4年末現在で45,106団体，
構成員は 2,428,679 人であり，団体数は平成 28 年末
から，構成員数は平成 27 年末から減少傾向にある 1）．
刑法犯認知件数全体は減少しているが，子どもが被害
者となる犯罪は現在も発生している．地域での防犯ボ
ランティア団体の活動に対する期待は大きいが，構成
員の高齢化や後継者不足などの課題があり，防犯活動
の継続性は各団体にとって喫緊の課題となっている．
共働き世帯の増加により，保護者世代の活動への参加
を望むことも難しい．さまざまな困難を抱えつつ，精
力的に活動を継続している団体は全国に多数みられ
る．防犯ボランティア団体の活動は，地域の犯罪発生
件数の減少に貢献するだけでなく，登下校時の子ども
の見守りにより子どもとの交流を促進したり，活動を
通して地域の中でのコミュニケーションを活発にする
ような効果もあると考えられる．
　今後共働き世帯の更なる増加等に加え，ライフスタ
イルや人口構成の変化など地域の子どもを取り巻く環

境はさらに激しく変化していくことが予想される．「な
がら防犯」のような個人による自然な見守りに加え，
防犯活動団体による面的な防犯活動も引き続き継続が
望まれる．
　本研究は，上記のような問題意識から，防犯ボラン
ティア活動に代表される地域における自主防犯活動に
ついて，今後長期間にわたる活動の持続可能性につい
て検討するものである．現在継続して活動を行ってい
る団体の属性や活動状況を調査し，活動の源泉となる
事項を抽出，どのような要因が活動の維持に影響して
いるのかを明らかにすることを目的とする．防犯活動
に関する既往研究をみると，地域防犯活動によるコ
ミュニティ意識の変化を明らかにしたもの 2）や子ど
もの見守り活動における地域組織と学校組織の連携に
関するもの 3）や一自治体の事例から自主防犯活動の
参加者数と犯罪発生件数を調査したもの 4），自主防犯
活動の参加者数と犯罪発生件数を調査したもの 5），中
間支援組織による新しい自治の支援事例として，地域
の防犯活動を取り上げたもの 6）などがある．
　本研究では，2016 年に調査を実施し時間が経過し
ているが，全国の防犯ボランティア団体，かつ活動表
彰を受けている団体などの意欲的に活動を行っている
団体を対象として調査を行った点が，既往研究と異な
り活動の持続可能性という点でより有意義な示唆が得
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られるものと考える．

2．調査概要

　東京都と茨城県を除く 45 の道府県警察から推薦さ
れた防犯ボランティア団体を対象に調査を実施した．
　道府県警からの推薦に当たっては，「安全・安心な
まちづくり関係功労者内閣総理大臣表彰」の受賞団体
および当該表彰に上申されている団体など活発に活動
している団体10～15団体を推薦するよう依頼した注）1．
推薦された団体に対して研究室より郵送による調査票
の配布回収を行った．調査期間は 2016 年 1 月 29 日
～ 3 月 7 日であり，配布数は 45 都道府県 584 票，有
効回収数は 483 票（有効回収率 88.1％）である．一
県あたり約 11 団体から回答が得られ，地方別では「中
部地方」，「九州・沖縄地方」がともに 94 団体で最多
である．

3．回答者および活動団体の概要

3.1　回答者の属性
　回答者は男性が 89.4％で，年齢は約半数が 70 代の
回答であり，平均回答年齢は 68.2 歳である．職業等
の属性は無職（退職）が 46.2％，次いで自由・自営
業が 24.8％，会社員・公務員が 13.3％である．団体
の中での役割は，代表が 71.0％である．活動年数は「10
～20年未満」が48.0％で平均活動年数は12.4年である．
3.2　活動団体の基本属性
3.2.1　団体を構成する個人・組織
　団体を構成する個人または組織として最も回答が多
かったのは「有志ボランティア」が 67.3％，次いで「自
治会・町内会」，「防犯協会支部」，「PTA・学校関係者」
と続く（図 1）．団体は複数の組織等で構成されてい
るケースもあるが，その中で中心となって活動してい
る団体は「有志ボランティア」が最も多く，次いで「自
治会・町内会」，「防犯協会支部」であった．
3.2.2　構成員の年代，構成員の就労割合
　参加が多かった年代は，「60 代」が 87.4％，「70 代」，

「50 代」の順である．活動の中心となっている年代は，
「60 代」が 43.3％，「70 代」が 37.9％である．さらに

3 つの世代に区切って集計を行うと，60 代以上の高齢
のみが 40.4％，40，50 代のミドルと高齢世代の組み
合わせた 36％，これに 10 代から 30 代の若い世代を
加えた構成が 18％となっている（図 2）．構成員の就
労割合は「20％以上 40％未満」が 27.3％，次いで「1％
以上 20％未満」19.9％である．構成員全員が就労し
ている団体は 5.4％，全員が無職または退職済み（有

職率 0％）という団体は 5.2％，25 団体である．平均
就労割合は 40.4％（無回答等除く）であった．
3.2.3 活動参加者数（構成員のうち実際の参加者数）
　活動への参加者数は「20 名以上 40 名未満」が
26.7％，次いで「10 名以上 20 名未満」が 24.0％である．
一方「300 名以上」（22 団体）と大人数で活動する団
体の中には「500 名以上」が 13 団体みられ，団体間
の差が大きい．
　活動参加者の男女比は，男性が「80％以上 100％未
満」が 30.8％，「60％以上 80％未満」が 26.9％と，半
数以上が男性で構成される団体が目立つ．男性のみで
活動する団体は 15.3％で 74 団体，女性のみで活動す
る団体は 2.3％，11 団体であった．
3.2.4 活動年数および活動エリア
　活動年数は「10 年以上 15 年未満」が最も多く，次
いで「30 年以上」，「5 ～ 10 年未満」である．「50 年
以上」は 19 団体であった．活動範囲は，「小学校を中
心とする区域」とするのが 47.4％，次いで「単位自
治会区域」が 21.7％，「中学校を中心とする区域」
14.9％であり，「広域」が 12.4％である．活動地域の
様子について最も近いものを回答してもらったとこ
ろ，「市街地」46.4％，「田畑の多い地域」が 22.4％で
あった．
3.2.5 活動地域の治安の認識
　活動地域の治安について，約 10 年前の治安と比べ
て「かなりよくなった」が 42.0％，「ややよくなった」
が 33.3％であり，「ほとんど変化なし」が 17.0％で「か

図1　注）2活動団体（MA，
　 N=483）（上：構成団体，下：
   中心となっている団体）

図3　防犯活動の内容（N=483）

図2　世代ごとの構成（N=483）
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なり悪くなった」と回答した団体はなかった．

4．活動内容

4.1　現在実施しているおもな防犯活動
　最も実施率が高い活動は「登下校時の子どもの見守
り」で，次いで「あいさつ・声かけ運動」，「青パトで
の防犯パトロール」が続く（図 3）．「その他」の活動
ではゴミ拾いや落書き消しなどの「環境美化活動」は
18.8％，チラシ配布やパレードによる「啓発活動・イ
ベントの実施」があげられた．
4.2　子どもを対象とした見守り活動の実態
4.2.1　小学生の登下校時の見守り活動
　見守り活動の実施率は登校時で 72.0％，下校時で
83.0％である．見守りを実施している回答者のうち，
最も多い見守り方法は「特定の場所で立ち番」が，登
校時は 79.9％，下校時は 54.1％であり，下校時は「青
パトでパトロール」が53.4％を占める．「付き添い登校」
は 19.0％，「付き添い下校」は 20.7％が実施している．
　登下校時「20 日以上」見守りを実施している団体は，
登校時 64.1％，下校時 49.6％であった（図 4）．ひと
月当たりの平均活動日数は登校時で 16.6 日，下校時
で14.5日となり，登下校とも最少活動日数は年に2回，
最多は月に 30 日であった．
　1 日あたりの見守り活動の平均参加人数は，登校時
14.8 名（無回答等除く 315 団体），下校時 13.2 名（無
回答等除く 370 団体）であった．
4.2.2 児童との交流の機会
　小学校での児童との関わりでは，「学校行事にゲス
トとして招待される」が 52.0％，「児童から感謝の手
紙などをもらう」が 43.9％，「お礼の会があり招待さ
れる」33.1％など，直接児童から感謝される機会があ
る団体も一定数存在する．

5．防犯活動の運営について

5.1　活動参加者の確保および活動団体の広報
5.1.1　活動開始時と比べた参加者数の変化

　活動開始時と比べた参加者の変化については，「変
化なし」が 29.8％，次いで「やや増えた」が 22.2％，「や
や減った」21.1％と続く（図 5）．活動参加者を確保
する方法は，「知人に声をかける」が 60.5％と主な方
法となっている．

図4　子どもの見守り活動の日数

図5　活動開始時期と比較した参加者数の増減（N＝483）

図6　活動経費（N=483,MA）

図7　防犯活動の効果（N=483,MA）

図8　活動継続の要因（N-483,MA）

図9　活動にやりがいを感じる割合（N=483）
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5.1.2　広報の機会
　団体の存在や活動内容を地域住民に周知する機会
は，84.7％があると回答した．多くの団体が地域に対
して何らかの広報活動を行っている．
　広報の方法は「地域の会合等で紹介・報告」の
70.4％に対して，「ホームページを開設」は 6.6％と全
体でみれば低調であるが，参加者が増加したと回答し
た団体では 10.7％であり有意差がみられた（ ）．
広報の現状について，「もっと力を入れるべき」が
40.0％，「現状のままでよい」が 51.3％であった．「そ
の他」では「努力すべきだができないことはできない」
や「実現に大変な時間がかかる」，「将来はすべきだと
思う」ほか「掲示板用ポスターなどがいいのではない
か」，「実際の活動が最高の広報」という意見もみられ
た．
5.2　活動経費と資金の確保
　年間活動経費は「10 万円以上 30 万円未満」が
21.3％と最多で，次いで「0 円」が 18.2％，「1 万円以
が 39.1％，「自治会からの防犯活動費」33.7％，「各種
団体からの助成金等」が 22.6％と続く．「独自で資金
を得ている」団体は 9.5％で，その方法として資源ご
みの回収や祭り等でのバザー・模擬店出店，防犯自販
機の設置，協賛企業からの支援などがあり運営の工夫
がうかがえた．
5.3　防犯活動に関する情報の入手
　活動の有効に行うために犯罪発生状況を知る機会が
必要となるが，97.1％の団体で犯罪発生状況を知る機
会があった．その手段は，交番だよりなど「警察から
のお知らせ」が 79.3％で，「警察のホームページ」か
ら情報を入手していたのは 10.7％であった．
　防犯に関する研修会や学習会等に参加経験があった
のは，92.3％で，参加した研修等の主催団体は，「警察」
が 77.6％であり，研修で参加して得た内容のうち活
動に取り入れたものとしては，地域安全マップの作製
や，立ち番や「かけこみ 110 番」の設置位置の工夫，
各種補助金の申請方法などが見られた．中には，講師
として他団体へ指南しているケースもあった．

6．防犯活動の効果および継続要因

6.1　防犯活動の効果
　防犯活動の効果については，「住民から挨拶や感謝
をされるようになった」や「以前よりも地域の子ども
と関わるようになった」などが上位で，多くが 5 割前
後の回答率となった（図 7）．しかし「以前よりも保
護者と関わるようになった」という項目は他に比べ回
答率が低い．また，「その他」では「地域内の犯罪が
大幅に減った」，「隣接地域と比較して犯罪件数が少な

い」など犯罪の抑止に関する効果や労いの言葉をかけ
られたなどの子どもの変化に関する効果，「学校や市
民センター，警察が身近な存在になった」，「隊員が働
く会社を応援する人や企業が増えた」といった回答が
みられた．
6.2　活動を継続可能にしている要因
　活動継続のための要因として多くの回答が得られた
のは「参加者の意識の高さ」と「活動に対する住民の
理解と協力」，「警察からの活動支援」である．反対に

「若い世代の積極的な参加」や「十分な活動資金」と
回答した団体はごく少数であった（図 8）．
　「その他」の要因では「できる人ができる時にでき
る範囲で，という活動スタイル」や「時間・頻度・同
伴者を全て隊員に委ねる活動計画」，「庶務担当者の確
保」から，「旅行や懇親会の実施」，「子どものかわい
らしさ」に至るまで幅広い回答が寄せられた．
　活動にやりがいや楽しさを感じる時については，特
に多いのが「地域住民から声かけ・感謝をされたとき」
と「地域が安全になったと感じたとき」である．活動
にやりがいや楽しさを感じている参加者がどの程度い
るかをたずねたところ「かなり多い」，「やや多い」が
約 6 割であった（図 9）．
6.3　活動に対する課題
　現在の見守り活動に対して感じていることについて
は，「参加者の高齢化が進んでいる」，「活動の人員確
保が難しい」といった運営上の課題や「放課後の見守
りが十分でない」，「夜間の見守りが十分でない」といっ
た活動時間の偏りを課題と認識していることが明らか

図10　活動に対する課題　不明・非該当をのぞく

図11　各得点群と活動の種類（ ）
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となった（図 10）．一方で「地域住民の理解・協力」，「学
校との連携」，「活動日数（回数）」については不足感
を感じている団体は少なかった．

7．防犯活動の継続に関する要因の検討

　防犯ボランティア活動の継続に関する要因の抽出の
ため，調査対象の活動の活発さや活性度などを評価す
る指標として，「やりがいや楽しさを感じている参加
者の数」（やりがい），「マンネリ化している」（熱意），

「参加者数の変化」（参加者数）の各項目に着目した．
第一に，各項目とそれ以外との項目とで重回帰分析を
行ったが有意な結果はみられなかった．
　そこで上記 3 つの項目に対する回答結果を用い，「そ
う思う」を 5 点から「そう思わない」を 1 点として選
択肢毎に配点し合計した．合計点を，平均点で「3 点
未満」，「3 ～ 4 点未満」，「4 点以上」とし，「低得点群」，

「中得点群」，「高得点群」の 3 つに分類した．この 3
グループの傾向を属性，広報，活動の評価の点から分
析することで活動継続の要因を検討する．
7.1　活動団体の属性の傾向
　活動団体との属性についてクロス集計を実施した．
団体の構成員数では有意差は見られなかったが，活動
の種類では有意差がみられた（図 11）．
　世代構成では，どの得点群でみても高齢世代のみが
最も多い．
　有意差はみられなかったが，高得点群では他の得点
群に比べ若い世代から高齢世代まで多世代の参加する
割合が最も多い（図 12）．団体の構成員のうち，学生，
民生，児童委員，青少年育成協議会が高得点群で構成
比が有意に高くなっている（図 13）．
7.2　広報
　活動を継続していくには，活動を認知してもらう必
要がある．広報の有無は，高得点群が 94.5％，中得
点群が 84.9％，低得点群が 78.8％となっており，高
得点群で広報の実施率が高く有意差がみられた

（ ）．具体的な広報の内容は，高得点群では，総
じて各項目の広報実施率が高い（図 14）．
7.3　活動における課題（図 15）
　参加者の「高齢化傾向」は，3 つの得点群いずれに
もみられるものであるが，低得点群に特に顕著である．

「活動回数」については，高得点群では 56.1％が不足
感を感じないと回答しており有意差がみられる．「活
動の人員確保」については，全体では 72.5％が困難
としているが，高得点群では 56.4％，低得点群では
85.4％と有意差がみられた．「学習の機会」は，高得
点群で十分とする回答が 31.4％，中，低得点群では
6.9％，6.3％と開きが大きく，高得点群では学習の機

会が確保されていることがわかる．「放課後の見守り
が十分でない」，「夜間の見守りが十分でない」という
項目でも有意差がみられた．学校との連携については
全体では 59.1％が不足はないとの認識を示したが，得
点群別にみると，特に十分であるとした回答は高得点
群では 49.1％，低得点群では 14.7％であり回答に開
きがみられた．「地域住民の理解・協力が得られている」
との認識は全体で 29.7％であるが，高得点群では
45.4％，低得点群では 20.8％となっている．
7.4　活動の継続要因と活動の効果
　活動の継続要因として，有意差がみられたのは，「参
加者の意識の高さ」，「若い世代の積極的な参加」，「活
動に対する地域住民の理解と協力」，「地域住民の防犯
意識の高さ」，「強力なリーダーの存在」，「犯罪情報な
どの入手」，「警察からの活動支援」であった（図
16）．

図12　世代構成（得点群別）

図13　活動団体（得点群別）（ ）
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図14　防犯活動に関する広報（得点群別）（ ）
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　また，活動の効果に関する質問に対しては，「住民
から挨拶や感謝されるようになった」，「住民の防犯意
識が高まった」，「地域の連帯感が強まった」，「地域内
の安心感が高まった」，「地域の
犯罪や非行に対する関心が高
まった」の項目で得点群ごとに
有意差がみられた（図 17）．
7.5　考察
　本調査では地域防犯活動の継
続要因を明らかにするために受
賞経験のある団体などを対象に
アンケート調査を実施した．ボ
ランティア団体の活動の活性要
因として，多世代での活動があ
げられる．広報活動が積極的で
あることや，活動の種類が 8 種
類以上など多岐にわたる活動を
実施していることも特徴的で
あった．
　全般にどの団体でも参加者の
高齢化の実感はあるものの，活
発な活動がみられる団体におい
ては活動人員の確保の難しさ
や，また学習の機会の確保等を
課題として認識している団体は
少ない．また，活動が活発な団
体においては，活動時間も多岐
にわたっており夜間や放課後に
も積極的な活動を行っている傾
向がみられる．活動の継続要因
として，活動団体の参加者の意
識が高いことに加え，若い世代

の積極的な参加があげられる．地域住民の活動に対す
る理解が防犯ボランティア活動を支えており，活動に
対して地域住民が感謝することや防犯に関心を持つこ

図16　防犯活動の効果（得点群別）（ ， ） 図17　活動継続の要因（得点群別）（ ， ， ）

図15　防犯活動に対する課題（得点群別）（ ）
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とが，活動の継続につながる要因の一つになっている
のではないかと推察できる．活動を認知してもらうた
めの広報や活動のアピールなども重要となる．
　活動の効果として，地域の連帯感が強まった，安心
感が高まったなどの回答が多く見られ，地域での防犯
ボランティア活動への理解を深め，感謝してもらえる
活動につなげるための広報が重要な役割を担っている
のではないかと考える．

8．まとめ

　本研究では，全国で防犯ボランティア活動を行って
いる団体を対象にアンケ―ト調査を実施し，現在活動
が活性化している団体をもとに防犯ボランティア活動
の継続要因について考察を行った．
　防犯ボランティア活動の継続には，多世代での参加
や多様な活動が要因の一つと考えられる．また活動団
体メンバーの防犯意識の高さや若い世代の参加に加
え，地域住民の防犯ボランティア活動に対する感謝や
活動の理解が活動の持続に影響しているものと考え
る．活動の持続には，防犯ボランティア活動を認知し
てもらうための広報の役割も重要である．地域の防犯
活動に を活用している自治体も増えてきている．
今後，防犯ボランティア団体の活動への 機器の導
入による効果等も調査していくことが必要であると考
える．
　
謝辞：アンケート調査にご協力いただいた奈良県警，
団体を紹介いただいた都道府県警察，地域活動団体の
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 1）奈良県警察本部より全国の警察本部へ調査実施の周
知を依頼した後，地域防犯活動を担当する部署の連
絡先を入手した．連絡先リストをもとに各都道府県
警察本部へ電話で問い合わせをすると共に調査協力
を依頼した．

 2）文中の図表の数字の単位はすべて％表記である．
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